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１．各事業者の調達状況について

 電力・ガス取引監視等委員会事務局において、各一般送配電事業者の年度ごとの物
品費、工事費における調達状況を把握する観点から、サプライヤーの調査を実施し、第
25回料金制度専門会合（11月14日）において報告した。

 調査においては、2015年度以降、多くの事業者においてサプライヤーの順位やシェア
の変動が生じていることが確認された。一方で、一部の事業者においてサプライヤーの
固定化の傾向がみられた（※）。
※当該事業者におけるサプライヤーとの協働でのコスト削減活動などが影響している可能性もある。
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１．調達状況について（北海道電力NW）
工事費／
架空送電
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － A ●● ↓ A ●● ↑ A ●● ↓ A ●● ↑ A ●● ↓ A ●● ↑

２位 B ● － C ● ↑ C ● ↑ B ● ↑ B ● ↑ B ● ↑ B ● ↑

３位 C ● － B ● ↓ B ● ↑ C ● ↓ D ● ＊ D ● ↑ E ● ＊

工事費／
地中送電
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － B ●●● ↑ A ●● ↑ E ●● ↑ B ●● ↑ B ●● ↓ B ●● ↑

２位 B ●● － A ●● ↓ B ●● ↓ B ● ↓ A ●● ↑ A ●● ↑ A ●● ↑

３位 C ● － D ● ＊ E ● ↑ A ● ↓ F ● ＊ F ● ↓ F ● ↓

物品費／
鉄塔材

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － A ●●● ↑ A ●●● ↑ A ●●● ↓ A ●●● ↑ A ●●● ↓ A ●●● ↑

２位 B ● － C ● ↑ C ● ↓ C ● ↑ D ● ↑ D ● ↑ C ● ↑

３位 C ● － B ● ↓ D ● ＊ B ● ＊ B ● ↓ C ● ↑ D ● ↓

物品費／
架空送電
線

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － A ●●● ↓ A ●● ↓ B ● ↑ D ●● ↑ B ●● ↑ B ● ↓

２位 B ● － B ● ↓ B ● ↑ D ● ↑ A ●● ↑ A ● ↓ D ● ↑

３位 C ● － D ● ↑ D ● ↓ A ● ↓ B ● ↓ C ● ↑ C ● ↑

※「社名」について、項目ごとにアルファベットを割り振っており、各項目間の社名（アルファベット）は必ずしも一致しない。
※「比率」について、発注金額のシェアが50％以上の場合「●●●」、33.3％以上50％未満の場合「●●」、33.3％未満の場合「●」で表記。
※「増減」について、前年度からのシェアの増減を矢印で表記。なお、新たに３位以内となった社について、前年度からのシェアの増減が不明の場合は「＊」で表記。
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１．調達状況について（東北電力NW）
工事費／
架空送電
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●● － A ● ↓ A ● ↑ A ● ↓ A ● ↓ A ● ↑ A ● ↓

２位 B ● － D ● ↑ C ● ↑ B ● ↑ G ● ↑ E ● ＊ F ● ↑

３位 C ● － E ● ↑ F ● ＊ D ● ↑ D ● ↑ G ● ↓ E ● ↑

工事費／
ケーブル
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●● － B ●● ↑ B ●●● ↑ B ●●● ↓ B ●●● ↓ A ●●● ↑ D ●● ↑

２位 B ● － A ● ↓ A ● ↓ A ● ↑ D ● ↑ B ● ↓ B ● ↑

３位 C ● － C ● ↑ D ● ＊ E ● ＊ A ● ↓ D ● ↓ A ● ↓

物品費／
鉄塔材

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●● － A ●● ↓ B ●●● ↑ A ●●● ↑ A ●●● ↑ B ●●● ↑ A ●●● ↑

２位 B ●● － B ●● ↑ A ●● ↓ B ●● ↓ B ●● ↓ A ●● ↓ B ● ↓

３位 C ● － D ● ＊ E ● ↑ C ● ↑ D ● ↑ D ● ↓ E ● ↑

物品費／
ケーブル

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － A ●●● ↑ A ●● ↓ A ●●● ↑ E ●● ↑ D ●●● ↑ A ●●● ↑

２位 B ●● － D ● ↑ E ●● ↑ E ● ↓ A ●● ↓ A ●● ↑ E ● ↑

３位 C ● － E ● ↑ D ● ↓ D ● ↑ D ● ↑ E ● ↓ － ー ー

※「社名」について、項目ごとにアルファベットを割り振っており、各項目間の社名（アルファベット）は必ずしも一致しない。
※「比率」について、発注金額のシェアが50％以上の場合「●●●」、33.3％以上50％未満の場合「●●」、33.3％未満の場合「●」で表記。
※「増減」について、前年度からのシェアの増減を矢印で表記。なお、新たに３位以内となった社について、前年度からのシェアの増減が不明の場合は「＊」で表記。
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１．調達状況について（東京電力PG）
工事費／
架空送電
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ● ー A ● ↓ D ●● ↑ F ●● ↑ F ●● ↑ A ●● ↑ A ●● ↓

２位 D ● ー D ● ↓ A ● ↓ E ● ＊ C ● ↑ F ● ↓ B ● ＊

３位 E ● ー E ● ↓ B ● ＊ B ● ↓ B ● ↓ C ● ↓ C ● ↓

工事費／
地中送電
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ● ー D ● ↑ D ● ↑ D ● ↓ A ● ↑ A ● ↑ A ● ↓

２位 F ● ー B ● ↑ B ● ↑ A ● ↑ C ● ↑ B ● ↑ B ● ↑

３位 C ● ー E ● ＊ A ● ＊ B ● ↓ B ● ↑ C ● ↑ C ● ↓

物品費／
鉄塔

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 C ● ー B ●● ↑ C ●● ↑ A ●●● ↑ A ●●● ↓ A ●● ↓ A ●● ↓

２位 B ● ー A ● ↑ A ● ↑ C ● ↓ C ● ↓ B ● ↑ B ●● ↑

３位 A ● ー C ● ↓ B ● ↓ B ● ↑ B ● ↑ C ● ↓ C ● ↑

物品費／
電線類

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●● ー A ●●● ↑ A ●●● ↑ A ●●● ↑ A ●●● ↓ A ●●● ↓ A ●●● ↑

２位 B ● ー B ● → B ● ↓ C ● ↑ C ● ↑ B ● ↑ B ● ↓

３位 F ● ー E ● ↑ D ● ＊ B ● ↓ B ● → C ● ↓ C ● ↓

※「社名」について、項目ごとにアルファベットを割り振っており、各項目間の社名（アルファベット）は必ずしも一致しない。
※「比率」について、発注金額のシェアが50％以上の場合「●●●」、33.3％以上50％未満の場合「●●」、33.3％未満の場合「●」で表記。
※「増減」について、前年度からのシェアの増減を矢印で表記。なお、新たに３位以内となった社について、前年度からのシェアの増減が不明の場合は「＊」で表記。
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１．調達状況について（中部電力PG）
工事費／
架空送電
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ● ー A ● ↓ A ● ↑ A ●● ↑ A ● ↓ A ● ↓ A ● ↑

２位 B ● ー B ● ↓ D ● ↑ D ● ↑ B ● ↑ C ● ↑ F ● ＊

３位 C ● ー C ● ↑ E ● ＊ B ● ↑ D ● ↑ B ● ↑ G ● ＊

工事費／
ケーブル
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● ー A ●●● ↓ A ●●● ↓ A ●● ↓ A ●●● ↑ A ●●● ↑ A ●●● ↑

２位 B ● ー B ● ↓ B ● ↑ B ●● ↑ B ●● ↓ B ●● ↓ B ● ↓

３位 C ● ー C ● ↑ C ● ↑ C ● ↓ C ● ↓ C ● ↑ C ● ↑

物品費／
鉄塔

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● ー A ●●● ↓ A ●●● ↑ B ●● ↑ A ●●● ↑ A ●● ↓ B ●● ↑

２位 B ● ー B ● ↓ B ●● ↑ A ●● ↓ B ● ↓ B ● ↑ A ●● ↑

３位 C ● ー D ● ↑ C ● ＊ D ● ↑ E ● ↑ F ● ↑ D ● ＊

物品費／
地中送電
ケーブル

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● ー C ●● ↑ B ●●● ↑ A ●● ↑ A ●● ↑ A ●● ↓ C ●● ↑

２位 B ● ー B ●● ↑ C ● ↓ B ●● ↓ B ● ↓ B ●● ↑ B ●● ↑

３位 C ● ー A ● ↓ A ● ↓ C ● ↓ C ● ↑ C ● ↓ A ● ↓

※「社名」について、項目ごとにアルファベットを割り振っており、各項目間の社名（アルファベット）は必ずしも一致しない。
※「比率」について、発注金額のシェアが50％以上の場合「●●●」、33.3％以上50％未満の場合「●●」、33.3％未満の場合「●」で表記。
※「増減」について、前年度からのシェアの増減を矢印で表記。なお、新たに３位以内となった社について、前年度からのシェアの増減が不明の場合は「＊」で表記。
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１．調達状況について（北陸電力送配電）
工事費／
架空送電
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ● ー A ● ↑ A ● ↓ A ● ↑ A ● ↓ D ● ↑ A ● ↑

２位 B ● ー D ● ＊ B ● ↑ B ● ↓ C ● ↑ B ● ↑ E ● ↑

３位 C ● ー C ● ↓ D ● ↓ D ● ↓ B ● ↓ A ● ↓ D ● ↓

工事費／
地中送電
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● ー D ●● ↑ B ●● ↑ F ●● ↑ F ●●● ↑ F ●●● ↓ C ●●● ↑

２位 B ● ー A ● ↓ A ● ↓ D ●● ↑ H ● ↑ B ●● ↑ F ● ↓

３位 C ● ー E ● ↑ F ● ＊ G ● ＊ G ● ↓ ー ー ー I ● ↑

物品費／
鉄塔材

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● ー A ●●● ↑ A ●●● ↑ A ●●● ↓ A ●●● ↓ A ●●● ↓ A ●●● ↑

２位 B ● ー B ● ↑ B ● ↓ B ● ↓ B ● ↑ C ● ↑ C ● ↓

３位 C ● ー C ● ↓ D ● ↑ D ● ↑ E ● ↑ B ● ↑ F ● ＊

物品費／
電線

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● ー A ●● ↓ B ●● ↑ C ●●● ↑ D ●● ↑ C ●●● ↑ D ●●● ↑

２位 B ● ー B ● ↑ C ● ↑ D ● ↓ C ● ↓ B ● ↑ C ● ↓

３位 C ● ー C ● ↑ D ● ↑ B ● ↓ B ● ↑ D ● ↓ B ● ↓

※「社名」について、項目ごとにアルファベットを割り振っており、各項目間の社名（アルファベット）は必ずしも一致しない。
※「比率」について、発注金額のシェアが50％以上の場合「●●●」、33.3％以上50％未満の場合「●●」、33.3％未満の場合「●」で表記。
※「増減」について、前年度からのシェアの増減を矢印で表記。なお、新たに３位以内となった社について、前年度からのシェアの増減が不明の場合は「＊」で表記。
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１．調達状況について（関西電力送配電）
工事費／
架空送電
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ● － B ● ↓ B ● ↑ A ● ↑ B ● ↑ C ● ↑ C ● ↓

２位 B ● － C ● ↑ A ● ↑ B ● ↓ A​ ● ↑ A ● ↓ E ● ↑

３位 C​ ● － D ● ↑ C ● ↓ E ● ＊ F ● ＊ B ● ↓ B ● ↑

工事費／
ケーブル
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ● － A ●● ↑ C ● ↑ A ●● ↑ C ●● ↑ A ● ↑ B ●● ↑

２位 B ● － D ● ＊ B ● ↑ B ● ↓ B ● ↑ C ● ↓ A ● ↓

３位 C ● － C ● ↓ A ● ↓ C ● ↓ D ● ↑ B ● ↓ C ● ↓

物品費／
鉄塔

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － A ●●● ↑ A ●●● ↑ A ●●● ↓ A ●●● ↑ A ●●● ↓ A ●●● ↓

２位 B ● － B ● ↓ B ● ↓ B ● ↑ B ● ↓ C ● ↑ C ● ↑

３位 C ● － C ● ↓ D ● ＊ C ● ↑ C ● ↓ B ● ↓ B​ ● ↓

物品費／
架空送電
線

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － A ●●● ↑ A ●●● ↑ A ●●● ↓ A ●●● ↓ A ●●● ↓ A ●●● ↑

２位 B ● － B ● ↓ B ● ↓ B ● ↑ E ● ↑ B ● ↑ B ● ↓

３位 C ● － D ● ↑ D ● ↓ C ● ↑ C ● ↑ C ● ↑ E ● ＊

※「社名」について、項目ごとにアルファベットを割り振っており、各項目間の社名（アルファベット）は必ずしも一致しない。
※「比率」について、発注金額のシェアが50％以上の場合「●●●」、33.3％以上50％未満の場合「●●」、33.3％未満の場合「●」で表記。
※「増減」について、前年度からのシェアの増減を矢印で表記。なお、新たに３位以内となった社について、前年度からのシェアの増減が不明の場合は「＊」で表記。
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１．調達状況について（中国電力NW）
工事費／
架空送電
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ● － A ● ↑ A ●● ↑ A ● ↓ A ● ↓ A ●● ↑ A ● ↓

２位 B ● － B ● ↑ E​ ● ＊ G​ ● ↑ C​ ● ↑ E ● ↑ B​ ● ↓

３位 C​ ● － D ● ↑ F ● ＊ H ● ↑ I ● ↑ B ● ＊ G ● ＊

工事費／
地中送電
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 J ●● － J ●● ↓ J ●● ↑ A ●● ↑ J ● ↓ A ●● ↑ J ● ↑

２位 A ● － A ● ↑ A ● ↑ J ●● ↓ A ● ↓ J ● ↓ A ● ↓

３位 F ● － F ● ↑ K ● ＊ E ● ＊ G ● ↑ D ● ＊ D ● ↑

物品費／
鉄塔材

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － A ●●● ↓ A ●●● ↓ A ●● ↓ A ●●● ↑ B ●● ↑ A ●●● ↑

２位 B ● － B ● ↓ B ● ↑ D ●● ↑ D ● ↓ A ● ↓ D ● ↓

３位 C ● － D ● ↑ D ● ↓ B ● ↓ B ● ↓ D ● ↑ B​ ● ↓

物品費／
裸アルミ
電線

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － A ●●● ↑ A ●●● ↓ A ●●● ↑ A ●●● ↑ A ●●● ↓ A ●●● ↑

２位 B ● － D ● ↑ D ● ↑ E ● ↑ C ● ↑ E ● ↑ C ● ↑

３位 C ● － B ● ↓ C ● ＊ C ● ↓ E ● ↓ C ● ↓ E ● ↓

※「社名」について、項目ごとにアルファベットを割り振っており、各項目間の社名（アルファベット）は必ずしも一致しない。
※「比率」について、発注金額のシェアが50％以上の場合「●●●」、33.3％以上50％未満の場合「●●」、33.3％未満の場合「●」で表記。
※「増減」について、前年度からのシェアの増減を矢印で表記。なお、新たに３位以内となった社について、前年度からのシェアの増減が不明の場合は「＊」で表記。
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１．調達状況について（四国電力送配電）
工事費／
架空送電
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●● － B ●● ↑ B ●● ↓ B ●●● ↑ B ●● ↓ B ●● ↑ B ●● ↑

２位 B ●● － A ● ↓ A ●● ↑ C​ ● ↑ D ● ↑ A ● ↑ A ● ↓

３位 C​ ● － D ● ＊ D ● ↑ A ● ↓ A ● ↑ C ● ＊ C ● ↓

工事費／
ケーブル
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － B ●●● ↑ C ●● ↑ C ●● ↓ A ●●● ↑ A ●●● ↓ A ●●● ↑

２位 B ● － C ● ↑ B ● ↓ B ● ↑ － B ● ↑ －

３位 － A ● ↓ A ● ↑ A ● ↑ － － －

物品費／
鉄塔材

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － A ●●● → A ●●● → A ●●● → A ●●● → A ●●● → A ●●● →

２位 － － － － － － －

３位 － － － － － － －

物品費／
架空送電
線

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － A ●●● ↓ A ●●● ↓ A ●●● ↓ A ●●● ↑ A ●●● ↓ A ●●● ↓

２位 B ● － D ● ↑ E ● ↑ E ●● ↑ E ● ↓ E ●● ↑ E ●● ↓

３位 C ● － B ● ↓ D ● ↑ D ● ↓ － D ● ↑ D ● ↑

※「社名」について、項目ごとにアルファベットを割り振っており、各項目間の社名（アルファベット）は必ずしも一致しない。
※「比率」について、発注金額のシェアが50％以上の場合「●●●」、33.3％以上50％未満の場合「●●」、33.3％未満の場合「●」で表記。
※「増減」について、前年度からのシェアの増減を矢印で表記。なお、新たに３位以内となった社について、前年度からのシェアの増減が不明の場合は「＊」で表記。
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１．調達状況について（九州電力送配電）
工事費／
架空送電
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●● － A ●● ↓ A ● ↓ A ● ↓ A ● ↓ A ● ↑ A ●● ↑

２位 B ● － B ● ↓ B​ ● ↑ C​ ● ↑ B ● ↑ B​ ● ↑ B​ ● ↓

３位 C​ ● － C ● ↓ C ● ↑ B ● ↓ C ● ↓ C ● ↓ C ● ↓

工事費／
ケーブル
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － A ●●● ↑ A ●●● ↑ A ●●● ↓ A ●●● ↓ A ●● ↓ A ●● ↑

２位 B ● － B ● ↓ B ● ↑ B ● ↑ C ● ↑ B ●● ↑ B ● ↓

３位 C ● － C ● ↓ C ● ↓ C ● ↑ B ● ↓ C ● ↑ C ● ↓

物品費／
鉄塔材

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － A ●● ↓ A ●●● ↑ A ●●● ↑ A ●●● ↓ A ●●● ↑ A ●●● ↓

２位 B ● － B ●● ↑ C ● ↑ C ● ↑ C ●● ↑ C ● ↓ C ●● ↑

３位 C ● － C ● ↑ B ● ↓ B ● ↓ B ● ↓ B ● ↓ －

物品費／
架空送電
線

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － B ●●● ↑ B ●●● ↑ B ●●● ↑ B ●●● ↓ B ●●● ↑ B ●●● ↓

２位 B ●● － D ● ↑ D ●● ↑ D ● ↓ D ●● ↑ D ● ↓ D ●● ↑

３位 C ● － C ● ↑ C ● ↓ C ● ↓ C ● ↑ E ● ＊ E ● ↑

※「社名」について、項目ごとにアルファベットを割り振っており、各項目間の社名（アルファベット）は必ずしも一致しない。
※「比率」について、発注金額のシェアが50％以上の場合「●●●」、33.3％以上50％未満の場合「●●」、33.3％未満の場合「●」で表記。
※「増減」について、前年度からのシェアの増減を矢印で表記。なお、新たに３位以内となった社について、前年度からのシェアの増減が不明の場合は「＊」で表記。



12

１．調達状況について（沖縄電力）
工事費／
架空送電
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － A ●●● ↑ A ●●● → A ●●● → A ●●● → A ●●● → A ●●● →

２位 B ● － － － － － － －

３位 － － － － － － －

工事費／
地中送電
工事

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － B ●●● ↑ A ●●● ↑ A ●●● → A ●●● → A ●●● ↓ A ●●● ↑

２位 B ● － A ●● ↓ － － － C ●● ↑ －

３位 － － － － － － －

物品費／
架空電線
路

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●● － A ●● ↓ D ● ↑ D ●● ↑ A ● ↑ D ● ↑ A ●● ↑

２位 B ● － D ● ↑ B ● ↑ E ● ＊ F ● ↑ B ● ↑ B ● ↑

３位 C ● － E ● ↑ F ● ↑ C ● ＊ G ● ↑ E ● ↑ H ● ↑

物品費／
地中電線
路

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減 社名 比率 増減

１位 A ●●● － D ●●● ↑ B ●●● ↑ A ●● ↑ D ●●● ↑ A ●●● ↑ A ●● ↓

２位 B ●● － A ● ↓ D ● ↓ C ● ↑ A ● ↓ C ● ↑ D ● ↑

３位 C ● － C ● ↓ C ● ↑ D ● ↓ B ● ＊ B ● ↑ C ● ↑

※「社名」について、項目ごとにアルファベットを割り振っており、各項目間の社名（アルファベット）は必ずしも一致しない。
※「比率」について、発注金額のシェアが50％以上の場合「●●●」、33.3％以上50％未満の場合「●●」、33.3％未満の場合「●」で表記。
※「増減」について、前年度からのシェアの増減を矢印で表記。なお、新たに３位以内となった社について、前年度からのシェアの増減が不明の場合は「＊」で表記。



13

２．各事業者の効率化計画について

 各一般送配電事業者が「収入見通し」を算定するにあたって策定した「効率化計画」に
ついて、第25回料金制度専門会合（11月14日）において検証した。

 具体的には、下記３点について、各社からのヒアリングも含めて確認し、各事業者それぞ
れにおいて、競争発注の確保にむけて新規取引先の拡大等の取組を実施しているこ
とを確認した。

 その上で、各社のコスト削減の取組は、第一規制期間において継続的に注視していくべき
事項と考えられることから、具体的な方策を検討していくことを整理した。

①調達コストの管理方法

②コスト削減に向けた手法（工事発注等に係る競争性の実効性確保）

③中長期的なコスト削減に向けたモニタリング方法の確保
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①調達コストの管理方法
 調達コストの管理方法について、各社の方針は以下のとおりであり、効率化計画の内容に加え、追加ヒアリングにより、具体的

な取組内容（下線部）等を確認。こうした具体的な取組内容についても効率化計画に明記を求めることとしたい。

北海道電力
NW

 経営層をトップとした「調達検討委員会」の指導・助言のもと発注プロセスの透明性確保と更なる 資機材調達コストの低減に向
けた取り組みを推進。

 次世代スマートメーターを始めとした資機材の調達にあたっては、他社との仕様統一やRFIの実施により調達コストの低減を推進。

東北電力
NW

 社長を議長とする「効率化推進会議」を設置し、効率化の取り組みを推進。
 予算策定、計画決定時の確認に加え、定期的な支出予想等においても確認を行い、計画の進捗状況やコスト増減要因を的確に把握。

東京電力
PG

 取引先への効率化インセンティブとして、カイゼンへの協力度や成果を総合評価加点対象とし、評価項目ごとの配点・評価方法
等の詳細を取引先へ開示する等、カイゼンの取組が総合評価により発注量に影響する制度を新たに導入。

 工法カイゼン等、全体的な効率化施策の取組状況、進捗について四半期単位のモニタリングを継続。

中部電力
PG

 過去の効率化実績・至近の市場環境等を踏まえ、調達部門・技術部門が協働して品目・工種別に効率化施策を検討。
 施策別の効率化実績や品目・工種別の調達コスト実績など多角的にモニタリングを行い、効率化施策の改善を検討するなど、一層の調達コスト低

減に向けＰＤＣＡを展開。

北陸電力
送配電

 調達低減ワーキングを設置し、全分野・品目を対象に調達価格の更なる低減を検討。
 共同調達会社の拡大、早期発注、複数年分のまとめ発注。
 製造および施行コストに関する原価分析を実施。

関西電力
送配電

 物量と単価（資材＋工事）の両面から効率化施策を検討の上、事業計画に反映。今後、定期的に各施策の効率化実績をモニタリング。
 調達コスト低減に向け、調達単価低減率の年度実績トレンドにより、調達環境を把握し、単価低減に向けた調達戦略を策定。

中国電力
NW

 経営層がトップとなり、資材部門と技術主管部門が一体となって競争発注の拡大や仕様統一等による調達コスト低減を検討する「資材調達会議」
を実施。

 スマートメーターの主要な品目ごとに調達価格の推移を毎年度整理し、複数年契約等コスト低減に向けた取り組みを実施。

四国電力
送配電

 調達価格の低減に向けた検討を行う「調達検討部会」を設置し、部門毎に立ち上げたワーキンググループにて、関係部署が一体となり検討を進めて
いる。

九州電力
送配電

 社長を委員長とする「効率化推進委員会」を設置し、経営全般における効率化に取り組むとともに、他産業出身者等の社外専門家を委員とした
「調達改革推進委員会（九州電力）」と連携し、外部知見を活用。

沖縄電力
 設備仕様（電柱の部材など）の見直し。
 石川火力発電所を有効活用し離島向けC重油の配送拠点とする運用を開始。
 品質マネジメントシステム（QMS）の構築や調達コスト低減検討会を通じた検討。
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②コスト削減に向けた手法（工事発注等に係る競争性の実効性確保）

北海道電力
NW

 共同調達、上流調達活動。
 競争発注、まとめ発注など各種競争施策を実施／新規取引先の調査など競争環境を整備。

東北電力
NW

 新規取引先開拓、まとめ発注、早期発注、シェア配分競争、コスト低減提案の募集、複数年契約。
 国内外の企業に広く門戸を開き常に新規取引先を開拓／代表仕様競争や件名公開型指名競争、早期発注などの発注の工夫を実施。

東京電力
PG

 従来、メーカーの範疇としていた設計や製造方法まで詳細に把握し、製造原価を共有した上で、要求性能や発注方法の見直し・仕様統一等の検討を推進。
 新規取引先拡大、まとめ発注、コスト低減提案の募集、複数年契約、早期発注、シェア配分競争。

中部電力
PG

 まとめ発注、コスト低減提案の募集、複数年契約、早期発注、シェア配分競争。
 2020年度から、配電工事において競争環境整備(新規参入拡大)を推進／新規取引先の参入や既存取引先の参入拡大を促進。

北陸電力
送配電

 早期発注、まとめ発注、共同調達。
 競争発注(競争発注比率80%程度)、複数の調達先による多くの工種・物品の入札。
 新規取引先の開拓等による競争環境の促進と調達価格の低減、安定した資機材調達。

関西電力
送配電

 取引先増、分離発注、リバースオークション、順位配分競争、公募、総合評価方式等。
 予見性確保（長期物量開示、早期発注等）や調達方法工夫（順位配分競争等）といった競争活性化に向けた取組みに加え、取引先との協働やバリューアナリシス（バ

リューチェーン上のあらゆる視点でのコスト削減）により、調達コスト低減に取り組む。
中国電力

NW
 新規取引先開拓、まとめ発注、早期発注、複数年契約、共同調達。
 社外（コンサルティングファーム）の知見を活用するなど、資材部門を中心として競争発注の拡大を実施。（競争化プロセスの再構築やVE発注の拡大）

四国電力
送配電

 新規取引先の発掘、リバースオークション（事前に開始価格を設定した上で、入札参加者にせり下げ方式による入札を行っていただき、時間内に最低価格を提
示した入札者を落札者とする方式）

 新規取引先の開拓に向けて、ホームページを通じて情報公開等を行い広く取引先を募集。
 まとめ発注（パートナーシップ契約等）や順位配分方式等の調達の工夫を実施。

九州電力
送配電

 新規ｻﾌﾟﾗｲﾔｰ開拓等による競争発注拡大、所要数量をまとめた集約購買、仕様統一化、ｻﾌﾟﾗｲﾔｰの知見やﾉｳﾊｳを活用した共同VE活動、ﾒﾝﾃﾅﾝｽ費用等も含
めた総合的な経済性の追求。

 「まとめ発注等によるボリューム増」などの発注方式の工夫により、取引先の受注意欲向上につながるようなインセンティブを付与するなど、競争効果の拡大（競争
性の実効性確保）に尽力。

 競争発注の更なる拡大や発注方式の工夫、新規取引先拡大による競争効果の更なる拡大に取り組むとともに、取引先との協働活動などによる調達コスト削減。

沖縄電力  複数の類似件名をまとめて発注する「まとめ発注」。
 競争発注先の拡大・強化／新規取引先の開拓等により競争先の拡大・強化や適切な工期・納期を設定し、適切な入札環境を確保。

 コスト削減に向けた手法について、各社の方針は以下のとおりであり、効率化計画の内容に加え、追加ヒアリングにより、具体
的な取組内容（下線部）等を確認。こうした具体的な取組内容についても効率化計画に明記を求めることとしたい。
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③中長期的なコスト削減に向けたモニタリング方法の確保

北海道電力
NW

 第３者知見の活用（社外コンサルを活用した原価分析・費用構造の見える化等を実施）
 経営層をトップとし第三者（コンサルタント会社）も関与する「調達検討委員会」において、発注プロセスの透明性確保と更なる資機材調達コス

ト低減に向けた取組を継続。

東北電力
NW

 2021年10月に、副社長をCKO（チーフ・カイゼン・オフィサー）とする「カイゼン推進委員会」を設置し、カイゼンを通じた効率化・生産性の向上
による経営基盤の強化に向けた取り組みを推進。

 工事計画を各組織階層において必要性・経済性・妥当性等に係る審査を経て策定し、資材調達担当個所や調達改革委員会等とも連携のう
え 、資材・役務調達に係る調達価格の低減等を実施。

東京電力
PG

 生産現場の改善に長年取り組んでこられた有識者を特任顧問として招聘し、「改善活動チーム」を設置。
 調達方法の工夫に加え、工法カイゼン等、全体的な効率化施策の取組状況、進捗について四半期単位でモニタリングを行い、

継続した効率化の実現に向けて取り組む。

中部電力
PG

 今回の検証結果（効率化への期待値）を反映した見積額を基準として、達成に向けた施策の検討を実施していくとともに、そ
の達成および深掘りの状況について定期的（毎年度）に確認。

北陸電力
送配電

 メーカーや施工者と協働で、製造及び施工原価の分析による価格低減余地を検証し、調達コストの低減を図っている。
 推進体制を基にした全社を挙げての抜本的な業務見直し等の取組の加速。

関西電力
送配電

 経営による審議等を通じて、これまでに外部の第三者から得た知見を活かしつつ、他社事例の取込みを推進する等、全社を挙
げて効率化を推進（カイゼン活動等による業務効率化、主要９品目などの調達効率化を検討）

中国電力
NW

 [資材調達会議」において、競争発注の拡大や仕様統一等について検討し、コスト低減に継続的に取り組む。
 年度ごとに調達段階でどの程度のコスト削減ができたかモニタリング。

四国電力
送配電

 第三者による確認・検証について引き続き検討。
 「設備戦略委員会」において長期的な観点を踏まえ設備全般に係る投資戦略を審議し方針を決定したうえで工事計画を精査。更に「経営会

議」および「取締役会決議」を経て計画決定し、個別件名の実施を最終判断。

九州電力
送配電

 2018年７月に社長を委員長とする「効率化推進委員会」を設置し、経営全般における効率化を推進。
 社外専門家を委員とした「調達改革推進委員会（九州電力）」と連携し、外部知見を活用。

沖縄電力
 設備点検等の周期見直し。
 品質マネジメントシステム（QMS）を通して各業務プロセスをチェックし、日々の業務の改善および効率化を実施。
 「調達コスト低減検討会」を立上げ、調達コスト低減にかかる各施策の実績、調達計画などを部門間で共有。

 中長期的なコストの削減に向けたモニタリング方法の確保について、各社の方針は以下のとおりであり、効率化計画の内容に
加え、追加ヒアリングにより、具体的な取組内容（下線部）等を確認。こうした具体的な取組内容についても効率化計画に
明記を求めることとしたい。
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効率化計画 ー北海道電力NWー
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効率化計画 ー東北電力NWー
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効率化計画 ー東京電力PGー
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効率化計画 ー北陸電力送配電ー
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効率化計画 ー中国電力NWー
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３．2015年から2021年にかけての工事単価の上昇要因

 各一般送配電事業者に対して、2015年ー2017年度と比べた2018-2021年度のコ
スト増要因について聴取したところ、主な内容は以下のとおり。
– 労務単価の上昇
公共工事設計労務費単価など市況単価が2012年以降10年連続で上昇。

– 資材価格の上昇
銅、鋼材といった価格が、2016年以降上昇基調にあり、2020年以降は急騰。

– 工事内容の違い
設置場所、地盤状況等との違いによりコストは変わりうるところ、施工条件の難しい
工事の割合が増加した場合には、平均単価も上昇。
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工事単価の上昇要因 ー北海道電力NW １/３ー
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工事単価の上昇要因 ー関西電力送配電ー
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工事単価の上昇要因 ー四国電力送配電 １/２ー
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４．託送料金の長期的上昇要因

 第69回公共料金等専門調査会において説明したとおり、今後の託送料金コストの増
加要因として、以下2点が考えられる。
①再エネ電源導入拡大に向けた送配電投資の増加
―安定供給を保ちつつ再エネ導入量拡大を図るためには、送電網の増強、
調整電源の調達、配電網の高度化（デジタル化）などが必要。

②老朽化する設備の計画的更新
―高度成長期に建設した設備が更新期を迎えており、メンテナンス、建替費用が増加。

 加えて、省エネの進展や人口減少により需要は減少傾向。
※なお、将来的な消費者物価や雇用者所得等の変動見込み（エスカレーション）については、第 1 規制期間に
おいては、原価算入を認めないこととしている。（各社の効率化努力により吸収することが想定されているが、今後
については、引き続き実績推移等も確認しながら検討）



新たな託送料金制度の導入背景
 2030 年時点の電力需要は、人口減少や省エネルギーの進展等により、2013 年度とほぼ同レベルと見込ま

れている。
 こうした中で、再エネ電源の導入拡大に対応するため送配電網の増強が必要となっており、これが新たなコスト

増要因となっている。

東日本大震災前後から、需要は減少傾向
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①系統電力需要の減少 ②再エネ電源の導入拡大

（出典）電力広域的運営推進機関「広域系統長期方針」等より作成

東北北部等で
空き容量がゼロに

種別
設備容量（万kW） C:現状からの

増加率A:2030年断面 B:現状
地熱 約140~約155 52 170~200%
水力 4,847~4,931 4,650 4~6%
バイオマス 602~728 252 140～190%
風力(陸上) 918 約270 240%
風力(洋上) 82 -
太陽光(住宅) 約900 約760 20%
太陽光(非住宅) 約5,500 約1,340 310%
再エネ合計 12,989~13,214 7,324 77~80%

（出典）東北電力Webサイト、資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し」より作成

＜2030年における再生可能エネルギー電源の導入見込み量＞
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最大電力需要の推移

最大電力実績(一般電気事業者計*)
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大幅な伸び

伸びは頭打ち

過去最大：約18,270万kW

2016年度：15,576万kW

(万kW)



新たな託送料金制度の導入背景
 加えて、今後、高度経済成長期に整備した送配電設備の更新に多額の資金が必要になると見込まれている。

 こうした事業環境の変化に対応するためにも、経営効率化等の取組によりできるだけ費用を抑制しつつ、再エネ
拡大や安定供給に向け、計画的かつ効率的に設備投資を行っていくことが求められる。

③送配電網に必要な設備更新投資
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2015年度末に現存する鉄塔（66kV～500kV）の製造年度別分布（基）

高度成長期に整備した
設備の更新が今後発生

（年度）
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５．「収入見通し」の検証手法

 収入見通しの検証においては、各一般送配電事業者に対し「事業計画」と、それに対
応して算定される費用の提出を求めた上で、電力・ガス取引監視等委員会において検
証を実施。

 検証作業においては、費用区分ごとに統計査定と個別査定を組み合わせて検証を実
施。（次頁参照）さらに、効率化係数を乗じることで、各一般送配電事業者の効率
化を促すこととしている。

 このうち、統計査定（CAPEX・重回帰分析を用いたトップランナー補正）においては、
10社中3位の事業者の水準を基準としているが、これは英国の制度（上位25%）も
参考にしつつ、料金制度専門会合で議論し、策定したもの。

– なお、各社の水準については、各社の経営効率化努力に加えて、地理的要因のほか、施工条件など特殊要因による違
いも反映される可能性があることに留意が必要。

– また、CAPEXの統計査定は主要品目の単価について行われるものであるが、効率化努力によって統計査定額の水準ま
で単価を下げられない場合には、事業計画に変更のない範囲で投資量や投資内容に影響が生じ得ることに留意が必要。

– （収入見通しの検証では統計査定のみを行っているものではなく、個別査定や効率化係数の適用なども行っている
が、）統計査定は、査定を通じて一般送配電事業者間に擬似的な競争を作り出そうという試みでもあり、海外でも同
様の試みが行われているものである、との指摘がある。（第25回料金制度専門会合における委員意見）
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 各区分費用ごとに統計査定及び個別検証を組み合わせて検証を実施。

OPEX（第一区分費用）

CAPEX
（第二区分費用）

その他費用
（第三区分費用）

次世代投資

その他費用
（修繕費、支障木伐採費用等）

その他収益

①シンボリック費
用等の精査

②統計手法を用いた横比較
・トップランナー補正等
（重回帰分析）

③一般送配電事業者か
らの申し出があった費用
の個別査定

①統計手法を用いた横比
較・トップランナー補正等
（重回帰分析、中央値）

②一般送配電事業者から申し出のあった費用の
個別査定（無電柱化など）

①CAPEX主要設
備の査定率の適用

②①の検証結果の上回り分
について個別査定

主要設備

その他
設備

①申請された投資件名について、次
世代性の区分精査 ②投資件名ごとの個別査定

個別査定（実績収益を収入上限に反映）

個別査定

その他投資
（通信工事、システム、建屋等）

②①の検証結果を上回り分について個別査定

①過去実績等を踏まえつつ、投資件名ごとの個別査定

事業報酬 事業報酬率の見直し、レートベースの査定

①CAPEX主要設備の査定率の適用

個別査定

第１規制期間における「収入の見通し」の検証内容（概要）

制御不能費用 個別査定

効
率
化
係
数
の
設
定
の
検
証

事後検証を行う費用
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６．次世代スマートメーターについて

 次世代スマートメーターは、スマートメーター本体（計量部・通信部）、通信システム
（HES）、データ管理システム（MDMS）等から構成されており、その設置費用につい
ては、次世代スマートメーターへ置き換える際に、現行スマートメーターを同じ仕様のもの
に更新する場合と比べて追加的に発生する費用（増分費用）を、次世代投資費用と
して計上することとしている。

 次世代スマートメーターは、資源エネルギー庁の次世代スマートメーター制度検討会のと
りまとめ（2022年5月）において標準機能がとりまとめられ、2025年度から導入予定。
現在、各送配電事業者において詳細仕様及び導入計画を検討中。

 現行スマートメーターは導入が進められており、沖縄電力以外の9社は2023年度中に、
沖縄電力は2024年度中に導入終了予定。
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 次世代スマートメーターは、スマートメーター本体（計量部・通信部）、通信システム（HES）、データ管理システム（MDMS）
等から構成されており、その設置費用については、次世代スマートメーターへ置き換える際に、現行スマートメーターを同じ仕様のもの
に更新する場合と比べて追加的に発生する費用（増分費用）を、次世代投資費用として計上。

 これを踏まえ、次世代スマートメーターに係る費用検証においては、以下のとおり検証を行う。
①次世代スマートメーターの設置台数の適正性を検証する。
②本体・計量部は１０社で仕様統一されており、基本的には１０社同水準の見積りとなっているかを検証する。
③本体・通信部についても一定程度仕様が統一されていることから、基本的には１０社同水準の見積りとなっているかを検証しつつ、
通信方式等により価格差が生じている場合については、次世代スマートメーター制度検討会にて、RFI・RFP等の実施が求められ
ている点を踏まえ、その妥当性を個別に検証する。
④通信システム（HES）及びデータ管理システム（MDMS）は、現行及び将来の通信方式等により、価格差が生じているところ。
同検討会にて、RFI・RFP等の実施が求められている点を踏まえ、RFIの結果の反映状況、単価差の要因を個別に確認し、その
妥当性を検証する。

計量部
通信部 通信システム・データ管理システム

出典：次世代スマートメーター制度検討会とりまとめ

（３）スマートメーター －検証内容－ 第23回料金制度専門会合
資料4（2022年10月26日）
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第6回料金制度専門会合
資料6-2（2021年2月1日）
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７．料金制度専門会合での議論

 消費者委員会公共料金専門調査会「電力託送料金の妥当性について（案）（査
定に関する問題意識）」（11月10日資料）について、11月14日に開催された第
25回料金制度専門会合において消費者庁から説明いただき、専門会合において議
論いただいた。（詳細は次ページ以降）
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料金制度専門会合で出された意見①
• 貴重な意見が含まれており、勉強させていただきたい。もう少し早い時期に指摘いただけれ
ば、検証において更に活用できていたのではないか。

• サプライヤーが固定化しているのではないかという点については、効率化・競争入札の効果
を超えて効率化しようとすると、設計段階からサプライヤーと協業するなどの方策も考えられる
ので、良くないというベクトルとは別のベクトルの見方もあり得るのではないか。

• 一般送配電事業者間の比較に妥当性があるのかという指摘については、今回の査定で
一般送配電事業者間に擬似的な競争を働かせるためにインセンティブをつけようとしてい
るものであり、海外の規制でも同様のアプローチを取っていると理解している。

• 機密情報を会社と共有しながら議論をして効率化を進めるという方法もあるが、何百人もの
専門家を監視等委が抱えるということが必要となり、そうした進め方が社会的に良いのか検討
が必要ではないか。現在は、大きな投資に限って監視等委で議論し、具体的な効率化の進
め方は事業者が検討するものと理解している。現時点でできることは、こういうことではないか。

• 費用増加を問題視しているように見えるが、次世代投資などが増加している。海外を見ても、
脱炭素のため送配電網への投資は重視されており、託送料金も上昇している。

• もっともな意見もあるが、本当に深く考えたものか首をかしげるものもいくつかあり、全体のクオリ
ティが低いと誤解されるのではないか。

• 監視等委の料金審査に対して言っているのか、制度について言っているのか分からない部分
があり、受け止め方に困惑する。

• スマートメーターに求められる機能などは資源エネルギー庁等の研究会で議論されており、そ
のこと自体を監視等委で議論することはできない。他方、調達など効率化の取組みは、監視
等委でも議論可能。
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料金制度専門会合で出された意見②
• 人件費を上げる必要があることを指摘していながら、納入事業者のコストがなぜ上がるの
かと言われると当惑する。消費者委員会の委員や事務局で再考いただいた方が良い意見も
あるのでは。

• 制御不能費用において、廃炉円滑化負担金相当金等を区別した形で明示すべきとの意
見には同感である。

• 人件費の話と他の指摘は矛盾するのではないか。消費者も物価高騰に直面しているが、事
業者にとっても鉄や銅などの単価も倍増している。トヨタのような大企業も本年下半期は２
～３割の値上げを受け入れているところ、もっと小さな工事会社が仕入れ価格上昇の影響
を受けないことは考えにくい。事業者だけで吸収できるものではなく、消費者も含め皆で負担
する必要があるのではないか。

• サプライヤーの固定化については、むしろサプライヤーの規模を拡大させて他エリアにも納入さ
せるなどの競争を起こすべきではないか。規模の拡大のためには、働いている人の待遇改善が
必要だが、なかなか実現していない。

• 再エネを推進する必要がある中で、連系線などの投資が増えることはあり得ることではな
いか。どこで吸収するかは、国民の負担の在り方。それはやるべきだが、コストは下げろというの
は難しい。

• 第三者からの目という点に関して、監視等委では会社から非公開情報ももらって審査に活
用しているが、監督官庁も除いた第三者に何を求めるのか。

• 監視等委員会では、電力の安定供給、生産性向上やDX化などを含めて、どのような投資
が必要かを議論していることを理解いただきたい。

• 人件費に関する指摘は、コストに転嫁をした方が良いという観点からの指摘なのか。
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８．効率化の確認、コスト削減の実効性の向上

 公共料金専門調査会からの「査定にあたっての問題意識」は11月14日の第25回料
金制度専門会合で紹介され、活発な質疑が行われた。同日の会合では、そうした議論
も踏まえて、効率化計画についての検証（※）が行われた。

※検証を踏まえ、調達コストの管理手法、コスト削減に向けた工事発注等に係る競争性の実効性確保等について、事業計画への
追記を求めた。

 経営効率化に関し、第一規制期間においてコスト削減の実効性を高めるための方策
については、同日の会合において今後具体的方策を検討していくことが整理されたところ
であり、継続的に注視していく方法について、料金制度専門会合において速やかに検
討を深めていただく予定。


